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Tax Analysis 
 

輸出入貨物減免税管理方法の変
革への対応 
 
2020年 12月 21日、税関総署は税関総署令第 245号により、改正後の「中華⼈⺠
共和国税関輸出入貨物減免税管理弁法」（以下“新「弁法」”）を公布した。新「弁法」
は 2021年 3月 1日から施行される。それに伴い、現行の「弁法」（以下“旧「弁法」”）
は廃止される。 
 
輸出入貨物の減免税優遇政策の活用は、企業における輸出入段階の通関コストの削
減、日常経営のキャッシュ・フローの改善に寄与する。中国における現行の輸出入減免税
は法定減免・特定減免・臨時減免の三種に分けられる。そのうち、「特定減免」は最も適
用案件数が多い。「特定減免」には、特定の地域（例：海南自由貿易港等）への輸入
貨物、及び特定のプロジェクト（例：国家が奨励する国内外投資プロジェクト等）若しく
は特定の用途（例：慈善寄付用の物資等）に用いられる輸入貨物などに係る関税と
輸入段階諸税の減免が含まれる。 
 
輸入貨物の減免税を享受するために、通常、輸入企業は貨物の輸入前に、税関で関連
の手続きを行う必要がある。一般貿易における輸入貨物は通関後、税関による監督管理
の対象外である。一方、減免税を享受する輸入貨物は通関後、規定の期間内に税関に
よる監督管理の対象となり、税関による許可を受けた区域・用途通りに対象貨物を使用
し、定期的にその使用状況を報告するなど、関連規定への遵守が求められる。減免税貨
物の無許可処分などのコンプライアンス違反行為があった場合、税金の追徴や行政処罰
などを受ける可能性がある。新「弁法」では、輸出入貨物の減免税に関する審査・許可、
税金担保、後続の監督管理等について詳細に規定されている。 
 
新「弁法」の重要な変更事項 
 
旧「弁法」は 2009年 2月 1日の施行から 12年近く経過しており、その一部の規定は時
代錯誤になっている。これまで税関総署は一部条項の改正や規範性文書の公布を通じ
て、一部の実務手続きに対して調整を行ったが、旧「弁法」に対する体系的な改正には至
っていなかった。今回公布された新「弁法」は「放管服」改革の深化・ビジネス環境整備の
側面から、現在の実状を踏まえた上で、旧「弁法」の詳細の改正を行ったものである。旧
「弁法」からの重要な変更事項は以下の通りである。 
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新「弁法」の実施により、主に輸入貨物の減税申請者に対して恩恵が与えられる。既存の政策上、大部分の中国国内・国外の投資
（増資を含む）奨励類プロジェクト、外国政府・国際金融機関の貸付金によるプロジェクト、加工貿易に従事する外国企業から無償提
供された輸入設備などは、税関の免税適用対象となる。輸入貨物の減免税の申請者の所属業界は、以下の業界に集中しており、それ
らの企業は、新「弁法」の実施に伴う影響に注目することが推奨される。 

• 集積回路・情報技術・新型表示装置・航空機修理・船舶製造などの革新的な技術産業 

 
税関審査許可手続きの簡素化 
 
旧「弁法」では、減免税貨物の輸出入の前に、申請者による届出が求められ、その上で審
査・許可手続きが行われることが規定されていた。その後、2017年に税関総署より公告が
公布され、同年の 12月から減免税貨物の届出手続きは廃止された。今回の改正で、上
述の政策の変更が新「弁法」に反映された。新「弁法」の規定により、申請者は減免税貨
物の輸出入を申告する前に、関連資料を取得して税関に提出し、減免税審査許可手続
きを受けることになる。それに伴い、税関による審査許可の所要時間は従来の「10日（届
出）+10日（審査許可）」から 10日に短縮される。また、許可文書は従来の「中華人
⺠共和国税関輸出⼊貨物徴収免税証明書」から「中華⼈⺠共和国税関輸⼊出貨物
徴免税確定通知書」に変更された。この変更は税関の「簡政放権（行政機構簡素化と
権限委譲）・ビジネス環境整備」の理念を体現するものである。 
 
税関による監督管理年数の短縮 
 
旧「弁法」では、減免税貨物に対する監督管理年数は「船舶・航空機：8年」「自動
車：6年」「その他物品：5年」と規定されていた。科学技術の進歩や減免税貨物の買
い替え周期の短縮という状況の変化に対応するため、税関総署は 2017年に公告を公
布し、その他物品に対する監督管理年数を 3年に短縮した。今回の改正で、上述の政策
の変更が新「弁法」に反映された。新「弁法」に船舶・航空機・自動車に対する監督管理
年数の変更は規定されていない。 
 
企業に対する信用管理の強化  
 
近年、中国税関は積極的に企業の信用管理を推進し、企業による自主的・自律的なコ
ンプライアンスの確保を奨励している。税関は、企業の税関政策に係るコンプライアンスの状
況によって、輸出入企業を認証企業（高級認証企業・一般認証企業）、一般信用企
業と信用喪失企業に分けている。「誠実で信用を守り法を遵守すれば利便を与え、信用
を喪失し違法行為を行えば懲罰を与える」という理念に基づき、信用ランク別の管理措置
を実施している。この理念の下で、新「弁法」では信用管理に関する内容が追加され、「企
業が事実・期限通りに減免税貨物の使用状況を報告しているか否か」を企業信用管理の
評価対象に組み入れた。 
 
その他  
 
新「弁法」では、一部の条項に対する内容の追加・削除・調整が行われた。例として、当
事者が主体の変更または終了を規定通りに税関に報告しなかった場合の罰金の限度額
に関する規定の追加、税関の監督期間内における減免税貨物の質権設定に関する規定
の削除、条文調整による税関総署・所轄税関・申告地税関の職責・権限と受付範囲の
明確化などが挙げられる。 
 
 
影響とアドバイス 
 
新「弁法」は、既存の法体系を踏襲する上で、状況の変化に基づき相応の変更を加える
ものである。また、「時代に即し、法に基づく行政を実施し、企業の合法的権利を保護す
る」という税関立法の精神を体現するものである。手続きの明確化と適切な簡素化を通じ
て、新「弁法」の実施は企業により多くの利便性と実益をもたらし、同時に、企業の遵法と
自律を奨励するという税関の施策理念の徹底に繋がることが予想される。 
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• 電力、石油・化学、農林、インフラなどの伝統型・大型産業 
• 高等学校・科学研究院・研究開発センター・医療機関など 

 
輸入貨物の減免税実務に関する私どもの経験上、以下の側面から政策の変化に積極的に対応し、輸入貨物の減免税政策を活用する
ことが推奨される。 
 
新「弁法」発効前の期間の活用 
 
新「弁法」の実施まで一ヶ月余りの期間がある。新「弁法」の実施後、減免税の審査・許可と結果通知用の文書、及び提出資料の要求
は旧「弁法」のものとは異なる可能性がある。旧「弁法」基準で取得した関連文書の継続的な適用の可能性などの経過措置に関連する
事項は、企業に混乱をもたらすことが想定される。そのため、関係企業は、減免税貨物の輸入計画と執行状況を整理する上で、締結済
みの契約に基づき税関の減免税許可を受けた輸入予定の貨物について、サプライヤーに契約の早期的な履行を促すことが推奨される。新
「弁法」の発効前にそれらの貨物の入荷を確保することで、旧「弁法」基準で取得した関連文書の使用不可や失効の事態を避け、減免税
審査・許可と契約締結が未済の輸入予定貨物については、物流所要時間・緊急度などの要素を踏まえた上で、可能な限り新「弁法」の
適用対象とすることが推奨される。 
 
政府機関とのコミュニケーションの整備 
 
輸入貨物に対する減免税優遇政策の適用承認は、税関・発展改革委員会・商務部など複数の政府機関に関係する。各々の政府機
関の施策管理方針・関係手続き・メカニズム・政策規定に対する理解に相違点が存在することもある。また、輸入貨物に対する減免税の
適用承認の際に、貨物に対する成分検査や鑑定が必要となる可能性があり、これらの手続きは税関内の異なる部署により実施される。
私どもの経験上、その場合の対処に困難を伴う企業は少なからず存在すると考えられる。関係企業は経験を積む上で、複数の政府機関
との円滑なコミュニケーションのためのメカニズムを構築・整備することが推奨される。必要に応じて第三者専門機構に協力を求め、専門家
のアドバイスに基づき問題の解決を図ることが推奨される。 
 
輸入貨物減免税に関するコンプライアンスリスクへの注目 
 
税関減免税業務は、政策に対する詳細な理解、及び高度な実務能力が求められる。例えば、輸入設備の免税政策の場合、特定の輸
入設備に対する免税の適用を判断する際に、免税関係の産業目録または商品目録を熟知し、関連政策の施策方針と対象商品の技術
的パラメータの正確な把握が必要となることが挙げられる。また、免税設備の輸入後、申請者は税関による監督管理の関連規定を遵守し
なければならない。そのため、申請者は高水準の税関コンプライアンス管理が求められる。 
 
実務上、税減免政策及びそのテクニカル上の詳細事項に対する理解不足・専任チームによる体系的な管理不足などにより、減免税業務
における誤謬やコンプライアンス違反の発生を招いた企業が少なからず存在する。その一例として、事前申請において、主体資格と投資プ
ロジェクトの政策不適合、不完全な申請資料、技術的パラメータの要件の未充足、関税分類・原産地・価格などの不正確な申告により、
減免税の適用が不可となる事態が発生することが挙げられる。また、税関による通常査察と特別査察により、コンプライアンス違反の状況
が指摘されるケースも生じている。その背景には、企業による減免税貨物の不完全な事後管理に起因する減免税貨物の無断流用・繰
越・賃貸・抵当、その使用と変更状況を事実通りに報告する義務の不履行などがある。新「弁法」の実施後、上述のコンプライアンス違反
行為は企業の信用記録に記載され、様々な側面から企業に不利な影響与える可能性がある。 
 
従って、関係企業は輸入貨物の減免税に関するコンプライアンス問題に注目し、内部統制プロセスの整備・ITシステムの導入による輸入
貨物の減免税業務のコンプライアンス管理を積極的に検討することで、優遇政策の不当適用による税務紛争リスクを回避することが推奨
される。 
 
輸入貨物の減免税に関する実施策略の社内統括検討 
 
企業の日常的な通関業務管理上、輸入貨物の減免税政策の適用状況は、その他の税関事項と相互に影響を与える可能性がある。
従って、企業は輸入貨物の減免税に関する実施策略について、社内で統一的に検討する必要がある。 
 
一つ目の事例として、国外から機械設備を輸入し、関税免除政策の適用を申請した国内企業が挙げられる。情報収集により、上述した
機械設備の輸出国が中国と自由貿易協定を締結しているため、当該設備は本来、自由貿易協定に基づきゼロ関税の適用対象であるこ
とが判明した。このような背景下で、企業が当該輸入設備の関税免除を申請する場合、企業の免税設備適用枠を占用するのみならず、
税関による後続の監督管理などの余分なコンプライアンス義務を負うことになる。二つ目の事例として、米通商法 301条による追加関税
賦課への報復措置から影響を受けた輸入貨物貿易が挙げられる。この貨物について、関係する中国輸入企業が市場化追加関税の適用
除外申請を検討する場合、輸入関税減免政策の適用による自動的な追加関税の適用除外の対象になるか否かに留意する必要がある。
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この 2つの事例から、企業は輸入貨物の関税減免を唯一の選択肢として取り扱うのではなく、事実関係及び減免税申請による関係業
務への相互的な影響について把握した上で、適切に判断する必要がある。 
 
貨物の輸入は企業のビジネスアレンジにおける重要な要素である。企業は輸入貨物に対する減免税政策の適用可能性を評価するにあた
って、ビジネスの意思決定の判断材料の一つとして、投資・ハイテク関係の政府支援政策（例：立地選定・移転・サプライチェーンの再編
などの支援政策・研究開発などの業界優遇政策など）と合わせて、総合的な観点から適切に判断する必要がある。 
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人（総称して「デロイトネットワーク」）を通じて、フォーチュングローバル 500の約 80%の企業にプロフェショナルサービ
スを提供しています。約 312,000名のプロフェッショナルからなるデロイトの詳細については、
www.deloitte.com/cn/about をご覧ください。 

デロイト アジア パシフィック リミテッドは DTTLのメンバーファームであり、保証有限責任会社です。デロイト アジアパ
シフィック リミテッドのメンバーおよびそれらの関係法人は、それぞれ法的に独立した別個の組織体であり、アジア パ
シフィックにおける 100 を超える都市（オークランド、バンコク、北京、ハノイ、香港、ジャカルタ、クアラルンプール、マ
ニラ、メルボルン、大阪、ソール、上海、シンガポール、シドニー、台北、東京を含む）にてサービスを提供しています。 

デロイトは 1917年に初めて上海に事務所を設立しました。現在、デロイト中国は中国現地の企業、中国における
多国籍企業及び⾼成⻑企業に、監査・保証業務、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリー、リスクアドバイ
ザリー、税務及びこれらに関連するサービスを提供しています。デロイトは中国の会計基準、税制及びプロフェッショナ
ルの育成に多大な貢献をしてきました。デロイト中国は中国本土で設立されたプロフェショナルサービスファームであ
り、デロイト中国のパートナーが所有しています。デロイトの中国マーケットでの成果に関する多くの情報は、デロイト中
国のソーシャルメディア(www2.deloitte.com/cn/zh/social-media) からご覧いただけます。 

本資料は皆様への情報提供として一般的な情報を掲載するのみであり、DTTL、そのグローバルネットワーク組織を
構成するメンバーファームおよびそれらの関係法人（総称して「デロイトネットワーク」）のいずれも、これにより専門的
なアドバイスまたはサービスを提供するものではありません。貴社の財務または事業に影響を与える可能性のある意
思決定をし、或いは何らかの行動をとる前に、プロフェショナルのアドバイスを受けることをご提案いたします。 

本資料における情報の真実性或いは完全性に対し、我々はいかなる（明示的或いは暗示的な）言及、保証と
承諾をしないものとします。いかなる DTTL、そのメンバーファーム、関係法人、従業員又は代理者は本資料に依拠
することにより生じた如何なる直接的又は間接的な損失に対しては責任を負いません。DTTL ならびに各メンバーフ
ァームおよび関係法人はそれぞれ法的に独立した別個の組織体です。 
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